
2 効率性

Ｂ Ｃ Ｂ／Ｃ ① ② ① ② ③ ④ ⑤

2 滋賀県
近畿中国

森林管理局
滋賀森林管理署 湖北

こ ほ く
2,452,335 331,456 7.40 ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

3 大阪府
近畿中国

森林管理局
京都大阪森林管理事務所 大阪

おおさか
924,331 57,879 15.97 ○ ○ ○ ○ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ － Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

4 兵庫県
近畿中国

森林管理局
兵庫森林管理署 円山川

まるやまがわ
1,916,503 142,158 13.48 ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ － Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

5 鳥取県
近畿中国

森林管理局
鳥取森林管理署 日野川

ひ の が わ
1,178,625 79,905 14.75 ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ － Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

6 島根県
近畿中国

森林管理局
島根森林管理署 江

ごう

の川
かわ

下流
かりゅう

10,266,613 796,904 12.88 ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

7 山口県
近畿中国

森林管理局
山口森林管理事務所 山口

やまぐち
5,865,960 627,927 9.34 ○ ○ ○ ○ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

5

別紙様式１ 平成２６年度　森林環境保全整備事業（国有林）事前評価実施地区一覧表

整
理
番
号

都道
府県

事業実施主体
事業実施
地 区 名

総便益
（千円）

総費用
（千円）

（３）

分
析
結
果

チェックリスト

備考

Ⅰ　必須事項 Ⅱ　優先配慮事項

1 2 3 4

近畿中国森林管理局

1 有効性 3　事業の実施環境等

(１)
(2) （１） （１） （２）



別紙様式２

整理番号 ２

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度～平成３１年度

事業実施地区名 湖北森林計画区 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （滋賀県） 滋賀森林管理署

事業の概要・目的 本事業は、滋賀県と福井、岐阜県境の脊梁部を主体に所在する国有林野１

０，２３９ｈａ内で実施する。

当該国有林野は、７９％が水源かん養保安林に設定されており、水資源の確

保に重要な役割を担っている。また、北部の国有林野は、越美山地緑の回廊に

設定され、種の保存、遺伝資源の保全管理を図っている。

本事業は、当該国有林野の２０％を占める人工林について、地球温暖化防止

をはじめ、公益的機能の維持増進を図るため、間伐等の保育作業を実施する。

また、効率的な森林整備を推進するとともに、路網を整備し、間伐材等の利用

を推進する。

さらに、これらの事業や、木質バイオマスを含めた木材利用の推進により山村

を振興し、環境負担の少ない新しいまちづくりを推進する。

・主な事業内容 森林整備 更新面積 １６（ｈａ）

保育面積 ５７９（ｈａ）

路網整備 開設延長 １．５（ｋｍ）

改良延長 ０．４（ｋｍ）

・総事業費 ３０４，６２７（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ２，４５２，３３５（千円）

総 費 用（Ｃ） ３３１，４５６（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．４０

評価結果 ・必要性： 地球温暖化防止対策や国土保全、水源かん養及び保健休養等の公益

的機能の発揮等が求められている地域であり、事業の必要性が認めら

れる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、事業の効率性が認められる。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた計画的な森林整備により、森林の有する機能の発揮が十分図

られることから、事業の有効性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、森林の重視す

べき機能（特に水源涵養）に応じた適切な森林整備及び路網整備が効率的に計画

されていると認められる。



整理番号　２

事業名：森林環境保全整備事業 事業実施主体：近畿中国森林管理局

事業実施地区名：湖北森林計画区 滋賀森林管理署

（都道府県名：滋賀県）

（単位：千円)

大　区　分 中　区　分 評価額 備　　考

洪水防止便益 367,506
流域貯水便益 138,990
水質浄化便益 350,768
土砂流出防止便益 555,168
炭素固定便益(樹木固定分) 164,428
炭素固定便益(森林土壌蓄積分) 18,688
木材生産等経費縮減便益 567,957
木材利用増進便益 649
木材生産確保・増進便益 248,718

木材生産確保・増進便益（森林整備分） (205,684)

木材生産確保・増進便益（路網整備分） (43,034)

造林作業経費縮減便益 106
森林管理等経費縮減便益 2,854
森林整備促進便益 27,016

災害等軽減便益 維持管理費縮減便益 9,487

2,452,335

331,456

7.40

森林整備経費縮減
等便益

便　益　集　計　表

総便益（B)

総費用（C)

費用便益比（B/C）

水源かん養便益

山地保全便益

環境保全便益

木材生産等便益



別紙様式２

整理番号 ３

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度～平成３１年度

事業実施地区名 大阪森林計画区 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （大阪府） 京都大阪森林管理事務所

事業の概要・目的 本事業は、大阪府北部の箕面市と高槻市、和歌山県境の阪南市、岬町に所在

する国有林野１，０３６ｈａ内で実施する。

当該国有林野は、計画区内森林全体の２％であるが、その多くが都市近郊に

所在しており、森林を利用した保健休養等の場として多くの市民に利用されて

いる。

本事業は、当該国有林野の６３％を占める人工林について、地球温暖化防止

をはじめ、公益的機能の維持増進を図るため、間伐等の保育作業を実施する。

また、これらの事業や、木質バイオマスを含めた木材利用の推進により山村を

振興し、環境負担の少ない新しいまちづくりを推進する。

・主な事業内容 森林整備 更新面積 ２０（ｈａ）

保育面積 ２２１（ｈａ）

・総事業費 ５１，９７２（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ９２４，３３１（千円）

総 費 用（Ｃ） ５７，８７９（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １５．９７

評価結果 ・必要性： 地球温暖化防止対策や国土保全、水源かん養及び保健休養等の公益

的機能の発揮等が求められている地域であり、事業の必要性が認めら

れる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、事業の効率性が認められる。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた計画的な森林整備により、森林の有する機能の発揮が十分図

られることから、事業の有効性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、森林の重視す

べき機能（特に水源涵養）に応じた適切な森林整備が効率的に計画されていると

認められる。



整理番号　３

事業名：森林環境保全整備事業 事業実施主体：近畿中国森林管理局

事業実施地区名：大阪森林計画区 京都大阪森林管理事務所

（都道府県名：大阪府）

（単位：千円)

大　区　分 中　区　分 評価額 備　　考

洪水防止便益 135,682
流域貯水便益 72,064
水質浄化便益 236,261
土砂流出防止便益 357,381
炭素固定便益(樹木固定分) 66,228
炭素固定便益(森林土壌蓄積分) 12,034
木材生産確保・増進便益 44,681

木材生産確保・増進便益（森林整備分） (44,681)

924,331

57,879

15.97

木材生産等便益

便　益　集　計　表

総便益（B)

総費用（C)

費用便益比（B/C）

水源かん養便益

山地保全便益

環境保全便益



別紙様式２

整理番号 ４

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度～平成３１年度

事業実施地区名 円山川森林計画区 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （兵庫県） 兵庫森林管理署

事業の概要・目的 本事業は、兵庫県北部の鳥取県境沿いの脊梁付近と、県東部の京都府との県

境付近に所在する国有林野４，２９６ｈａ内で実施する。

当該国有林野は、９３％が水源かん養保安林に設定されており、下流域への

水源として重要な役割を担っている。

本事業は、当該国有林野の３９％を占める人工林について、地球温暖化防止

をはじめ、公益的機能の維持増進を図るため、間伐等の保育作業を実施する。

また、木質バイオマスを含めた木材利用の推進により山村を振興し、環境負担

の少ない新しいまちづくりを推進する。

・主な事業内容 森林整備 更新面積 １７（ｈａ）

保育面積 ５７５（ｈａ）

・総事業費 １１６，４０３（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） １，９１６，５０３（千円）

総 費 用（Ｃ） １４２，１５８（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １３．４８

評価結果 ・必要性： 地球温暖化防止対策や国土保全、水源かん養及び保健休養等の公益

的機能の発揮等が求められている地域であり、事業の必要性が認めら

れる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、事業の効率性が認められる。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた計画的な森林整備により、森林の有する機能の発揮が十分図

られることから、事業の有効性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、森林の重視す

べき機能（特に水源涵養）に応じた適切な森林整備が効率的に計画されていると

認められる。



整理番号　４

事業名：森林環境保全整備事業 事業実施主体：近畿中国森林管理局

事業実施地区名：円山川森林計画区 兵庫森林管理署

（都道府県名：兵庫県）

（単位：千円)

大　区　分 中　区　分 評価額 備　　考

水源かん養便益 洪水防止便益 385,429
流域貯水便益 150,369
水質浄化便益 412,936

山地保全便益 土砂流出防止便益 549,887
環境保全便益 炭素固定便益(樹木固定分) 146,685

炭素固定便益(森林土壌蓄積分) 18,512
木材生産確保・増進便益 252,685

木材生産確保・増進便益（森林整備分） (252,685)

1,916,503

142,158

13.48

便　益　集　計　表

総便益（B)

総費用（C)

費用便益比（B/C）



別紙様式２

整理番号 ５

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度～平成３１年度

事業実施地区名 日野川森林計画区 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （鳥取県） 鳥取森林管理署

事業の概要・目的 本事業は、鳥取県西部の大山のほか、日野川の上流、支流に散在している国有

林野５，６８７ｈａ内で実施する。

当該国有林野は、７１％が水源かん養保安林に設定されており、下流域への水

資地帯として重要な役割を担っている。また、大山周辺の国有林野は、大山隠岐

国立公園に指定され、森林を利用したレクリエーション・保健休養の場として多

くの市民に利用されている。

本事業は、当該国有林野の３４％を占める人工林について、地球温暖化防止を

はじめ、公益的機能の維持増進を図るため、間伐等の保育作業を実施する。

また、これらの事業や、木質バイオマスを含めた木材利用の推進により山村を

振興し、環境負担の少ない新しいまちづくりを推進する。

・主な事業内容 森林整備 更新面積 ７（ｈａ）

保育面積 ４１０（ｈａ）

・総事業費 ６５，５５６（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） １，１７８，６２５（千円）

総 費 用（Ｃ） ７９，９０５（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １４．７５

評価結果 ・必要性： 地球温暖化防止対策や国土保全、水源かん養及び保健休養等の公益

的機能の発揮等が求められている地域であり、事業の必要性が認めら

れる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、事業の効率性が認められる。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた計画的な森林整備により、森林の有する機能の発揮が十分図

られることから、事業の有効性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、森林の重視す

べき機能（特に水源涵養）に応じた適切な森林整備が効率的に計画されていると

認められる。



整理番号　５

事業名：森林環境保全整備事業 事業実施主体：近畿中国森林管理局

事業実施地区名：日野川森林計画区 鳥取森林管理署

（都道府県名：鳥取県）

（単位：千円)

大　区　分 中　区　分 評価額 備　　考

水源かん養便益 洪水防止便益 201,606
流域貯水便益 110,159
水質浄化便益 245,112

山地保全便益 土砂流出防止便益 398,264
環境保全便益 炭素固定便益(樹木固定分) 102,039

炭素固定便益(森林土壌蓄積分) 13,405
木材生産確保・増進便益 108,040

木材生産確保・増進便益（森林整備分） (108,040)

1,178,625

79,905

14.75

便　益　集　計　表

総便益（B)

総費用（C)

費用便益比（B/C）



別紙様式２

整理番号 ６

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度～平成３１年度

事業実施地区名 江の川下流森林計画区 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （島根県） 島根森林管理署

事業の概要・目的 本事業は、島根県中部を流れる江の川流域を主体に所在する国有林野

１０，４１５ｈａ内で実施する。

当該国有林野は、９０％が水源かん養保安林に指定されており、日本海へ流れ

込む江の川の水源として重要な役割を担っている。

本事業は、当該国有林野の６８％を占める人工林について、地球温暖化防止を

はじめ、公益的機能の維持増進を図るため、間伐等の保育作業を実施する。

また、効率的な森林整備を推進するとともに、路網を整備し、間伐材等の利用

を推進する。

さらに、これらの事業や、木質バイオマスを含めた木材利用の推進により山村

を振興し、環境負担の少ない新しいまちづくりを推進する。

・主な事業内容 森林整備 更新面積 ２１４（ｈａ）

保育面積 ２，９３７（ｈａ）

路網整備 開設延長 １．３（ｋｍ）

改良延長 ０．１（ｋｍ）

・総事業費 ６３４，６０４（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） １０，２６６，６１３（千円）

総 費 用（Ｃ） ７９６，９０４（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １２．８８

評価結果 ・必要性： 地球温暖化防止対策や国土保全、水源かん養及び保健休養等の公益

的機能の発揮等が求められている地域であり、事業の必要性が認めら

れる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、事業の効率性が認められる。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた計画的な森林整備により、森林の有する機能の発揮が十分図

られることから、事業の有効性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、森林の重視す

べき機能（特に水源涵養）に応じた適切な森林整備及び路網整備が効率的に計画

されていると認められる。



整理番号 ６

事業名：森林環境保全整備事業 事業実施主体：近畿中国森林管理局

事業実施地区名：江の川下流森林計画区 島根森林管理署

（都道府県名：島根県）

（単位：千円)

大　区　分 中　区　分 評価額 備　　考

水源かん養便益 洪水防止便益 1,585,210
流域貯水便益 811,230
水質浄化便益 1,797,694

山地保全便益 土砂流出防止便益 2,713,934
環境保全便益 炭素固定便益(樹木固定分) 942,455

炭素固定便益(森林土壌蓄積分) 91,355
木材生産等便益 木材生産等経費縮減便益 107,523

木材利用増進便益 2,536
木材生産確保・増進便益 2,053,865

木材生産確保・増進便益（森林整備分） (1,948,357)
木材生産確保・増進便益（路網整備分） (105,508)

森林整備経費縮減 造林作業経費縮減便益 140
森林管理等経費縮減便益 2,230
森林整備促進便益 156,776

災害等軽減便益 維持管理費縮減便益 1,665

10,266,613

796,904

12.88

便　益　集　計　表

総便益（B)

総費用（C)

費用便益比（B/C）



別紙様式２

整理番号 ７

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業計画期間 平成２７年度～平成３１年度

事業実施地区名 山口森林計画区 事業実施主体 近畿中国森林管理局

（都道府県名） （山口県） 山口森林管理事務所

事業の概要・目的 本事業は、山口県中部に所在する国有林野４，１０７ｈａ内で実施する。

当該国有林野は、９５％が水源かん養保安林に指定されており、水源涵養機

能の発揮が期待されている。

本事業は、当該国有林野の７７％を占める人工林について、地球温暖化防止

をはじめ、公益的機能の維持増進を図るため、間伐等の保育作業を実施する。

また、効率的な森林整備を推進するとともに、路網を整備し、間伐材等の利用

を推進する。

さらに、これらの事業や、木質バイオマスを含めた木材利用の推進により山村

を振興し、環境負担の少ない新しいまちづくりを推進する。

・主な事業内容 森林整備 更新面積 １３８（ｈａ）

保育面積 １５４５（ｈａ）

路網整備 開設延長 ３．８（ｋｍ）

・総事業費 ５３９，０１９（千円）

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ５，８６５，９６０（千円）

総 費 用（Ｃ） ６２７，９２７（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ９．３４

評価結果 ・必要性： 地球温暖化防止対策や国土保全、水源かん養及び保健休養等の公益

的機能の発揮等が求められている地域であり、事業の必要性が認めら

れる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から、事業の効率性が認められる。

・有効性： 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特性を

踏まえた計画的な森林整備により、森林の有する機能の発揮が十分図

られることから、事業の有効性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び

各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に評価したところ、森林の重視す

べき機能（特に水源涵養）に応じた適切な森林整備及び路網整備が効率的に計画

されていると認められる。



整理番号　７

事業名：森林環境保全整備事業 事業実施主体：近畿中国森林管理局

事業実施地区名：山口森林計画区 山口森林管理事務所

（都道府県名：山口県）

（単位：千円)

大　区　分 中　区　分 評価額 備　　考

水源かん養便益 洪水防止便益 1,277,212
流域貯水便益 413,695
水質浄化便益 1,075,233

山地保全便益 土砂流出防止便益 1,395,720
環境保全便益 炭素固定便益(樹木固定分) 454,988

炭素固定便益(森林土壌蓄積分) 46,984
木材生産等便益 木材生産等経費縮減便益 19,463

木材利用増進便益 2,180
木材生産確保・増進便益 1,005,421

木材生産確保・増進便益（森林整備分） (962,284)

木材生産確保・増進便益（路網整備分） (43,137)

森林整備経費縮減 造林作業経費縮減便益 1,328
森林管理等経費縮減便益 1,921
森林整備促進便益 171,815

5,865,960

627,927

9.34

便　益　集　計　表

総便益（B)

総費用（C)

費用便益比（B/C）
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